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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第63期
第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

第63期

会計期間

自 平成21年
１月１日
至 平成21年
６月30日

自 平成22年
１月１日
至 平成22年
６月30日

自 平成21年
４月１日
至 平成21年
６月30日

自 平成22年
４月１日
至 平成22年
６月30日

自 平成21年
１月１日
至 平成21年
12月31日

売上高 (千円) 5,437,6586,449,1602,016,4892,888,68311,421,716

経常利益又は経常損失（△） (千円) △ 116,018485,382△ 272,98473,745236,920

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) △ 75,05182,567 93,294 8,704 149,140

純資産額 (千円) － － 8,344,7678,416,5658,449,765

総資産額 (千円) － － 18,041,39717,441,64617,958,044

１株当たり純資産額 (円) － － 324.38 327.21 328.48

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △ 2.92 3.21 3.63 0.34 5.80

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 46.3 48.3 47.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 773,9801,254,059 － － 825,211

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 507,976△ 129,309 － － 47,481

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 463,981△ 751,869 － － △ 310,884

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － － 2,715,7262,826,8122,455,301

従業員数 (名) － － 792 773 773

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第63期第２四半期連結累計期間においては、１

株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第64期第２四半期連結累計期

間、第63期第２四半期連結会計期間、第64期第２四半期連結会計期間及び第63期においては、潜在株式が存在

していないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 773

(注) 従業員数は就業人員であります。

 

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 468

(注) 従業員数は就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。
　

事業部門の名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

計測機器 3,313,688 136.6

(注) １ 金額は標準販売価格によっております。
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注状況は、次のとおりであります。
　

事業部門の名称 受注高(千円) 前年同四半期比(％) 受注残高(千円) 前年同四半期比(％)

計測機器 2,322,135 123.0 1,872,447 90.4

コンサルティング 346,449 107.8 743,639 115.3

保守・修理 184,074 111.4 8,003 81.4

合計 2,852,658 120.1 2,624,089 96.3

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。
　

事業部門の名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

計測機器 2,365,818 154.4

コンサルティング 342,118 106.6

保守・修理 180,748 110.7

合計 2,888,683 143.3

(注) １ 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

広島高速道路公社 － － 444,000 15.4

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア経済の堅調な回復基調や政府の経済対策の実施により

輸出や生産に回復の動きが見られる一方で、ヨーロッパの財政危機の影響による先行き不透明感が懸念され、国内に

おいても雇用環境や個人消費は本格的な回復には至っておりません。

計測機器業界におきましては、製造業の生産に一部回復が見られるものの、企業の設備投資に対する慎重な姿勢が

続き、依然として厳しい状況が続いております。

このような事業環境のなか、当第２四半期連結会計期間は、第３次中期経営計画がスタートし、「環境変化に耐え

うる企業体質の確立」に向けて、営業・生産・開発革新のさらなる進化に着手いたしました。また、グループ全体の全

社最適化と効率的な業務推進により、「低コスト体制の確立」に向けて、収益体質の改善をはかる取り組みを開始い

たしました。当第２四半期連結会計期間における受注高は2,852百万円と前第２四半期連結会計期間に比べ20.1％の

増加となりました。売上高につきましては、2,888百万円と前第２四半期連結会計期間に比べ43.3％の増収となりまし

た。

収益につきましては、生産の回復とコスト削減により原価率が改善し、当第２四半期連結会計期間の営業利益は65

百万円と前第２四半期連結会計期間に比べ345百万円の増益、経常利益は73百万円と前第２四半期連結会計期間に比

べ346百万円の増益となりました。また、四半期純利益は、特別損失として投資有価証券評価損等が発生したことによ

り、8百万円と前第２四半期連結会計期間に比べ84百万円の減益となりました。

　
  事業部門別の状況は、次のとおりであります。

  ①計測機器部門

計測機器部門につきましては、センサ、測定器の汎用品が設備投資の一部回復により需要が増加し、売上高は2,365百

万円となり、前第２四半期連結会計期間に比べ54.4％の増収となりました。

  ②コンサルティング部門

コンサルティング部門につきましては、ダムの安全性を計測するセンサの設置等のダム関連分野が堅調に推移し、売

上高は342百万円と、前第２四半期連結会計期間に比べ6.6％の増収となりました。

  ③保守・修理部門

保守・修理部門につきましては、修理件数の増加等により売上高は180百万円となり、前第２四半期連結会計期間に

比べ10.7％の増収となりました。

　

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、17,441百万円となり、前連結会計年度末に比べ516百万円の減

少となりました。

  流動資産につきましては、10,984百万円となり、前連結会計年度末に比べ333百万円の減少となりました。その主な

要因は、受取手形及び売掛金が471百万円減少したことによるものであります。

  固定資産につきましては、6,456百万円となり、前連結会計年度末に比べ183百万円の減少となりました。その主な要

因は、有形固定資産が192百万円減少したことによるものであります。

（負債の部）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、9,025百万円となり、前連結会計年度末に比べ483百万円の減少

となりました。

  流動負債につきましては、3,908百万円となり、前連結会計年度末に比べ170百万円の減少となりました。その主な要

因は、短期借入金が230百万円減少したことによるものであります。

固定負債につきましては、5,116百万円となり、前連結会計年度末に比べ313百万円の減少となりました。その主な

要因は、長期借入金が192百万円、長期未払金が91百万円それぞれ減少したことによるものであります。

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は8,416百万円となり、前連結会計年度末に比べ33百万円の減少

となりました。その主な要因は、その他有価証券評価差額金が90百万円増加し、四半期純利益を82百万円計上いたしま

したが、配当に伴い利益剰余金が205百万円減少したことによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比べ310百万円増加し、

2,826百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費120百万円、売上債権の

減少738百万円等の資金流入に対し、賞与引当金の減少220百万円等の支出がありました。その結果、全体では713百

万円の資金流入(前年同四半期は253百万円の資金流入)となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有価証券の取得96百万円及び有形固定資産の取得12

百万円等により、全体では108百万円の資金流出(前年同四半期は201百万円の資金流入)となりました。 

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期借入金の純増減額100百万円、長期借入金の返済165百

万円、配当金の支払27百万円等により、全体では292百万円の資金流出(前年同四半期は73百万円の資金流出)とな

りました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は160百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,570,000

計 99,570,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,758,80025,758,800
東京証券取引所
 (市場第一部)

単元株式数
 1,000株

計 25,758,80025,758,800― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

   該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 平成22年４月１日～
 平成22年６月30日

－ 25,758,800 － 1,309,440 － 1,344,609
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

共和電業従業員持株会 東京都調布市調布ヶ丘3-5-1 1,365 5.29

共和協栄会 東京都調布市調布ヶ丘3-5-1 1,278 4.96

渡邉  稔子 東京都目黒区 1,198 4.65

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内1-3-3 1,029 3.99

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 1,029 3.99

株式会社ニッカトー 大阪府堺市堺区遠里小野町3-2-24 814 3.16

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 550 2.13

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 527 2.04

西華産業株式会社 東京都千代田区丸の内3-3-1 450 1.74

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 437 1.69

計 ― 8,678 33.69

(注)  上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、437千株であり

ます。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 36,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,610,000
25,610 ―

単元未満株式
普通株式

112,800
― ―

発行済株式総数 25,758,800― ―

総株主の議決権 ― 25,610 ―

(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式480株が含まれおります。

　

② 【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社共和電業

東京都調布市調布ヶ丘
３－５－１

36,000 ― 36,000 0.14

計 ― 36,000 ― 36,000 0.14

(注) 平成22年６月30日現在の自己株式数は、36,480株であります。 

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 264 257 286 308 320 300

最低(円) 250 242 250 271 244 255

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会

計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22

年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計

期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人によ

り四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,261,812 2,890,301

受取手形及び売掛金 3,754,168 ※２
 4,225,595

商品及び製品 1,221,457 1,244,051

仕掛品 971,075 1,001,916

未成工事支出金 ※３
 336,519 339,120

原材料及び貯蔵品 1,220,491 1,256,271

その他 220,634 368,419

貸倒引当金 △1,481 △7,834

流動資産合計 10,984,678 11,317,841

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,970,719 3,083,166

その他（純額） 1,391,891 1,471,697

有形固定資産合計 ※１
 4,362,610

※１
 4,554,863

無形固定資産 111,789 114,238

投資その他の資産

その他 1,983,902 1,972,635

貸倒引当金 △1,335 △1,535

投資その他の資産合計 1,982,567 1,971,100

固定資産合計 6,456,967 6,640,202

資産合計 17,441,646 17,958,044

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,506,200 1,272,358

短期借入金 850,000 1,080,000

未払法人税等 65,091 32,048

賞与引当金 144,800 131,285

役員賞与引当金 17,775 4,750

工事損失引当金 ※３
 2,847 2,847

その他 1,321,985 1,555,483

流動負債合計 3,908,700 4,078,772

固定負債

長期借入金 2,434,416 2,627,018

退職給付引当金 2,313,738 2,363,801

役員退職慰労引当金 209,797 192,746

その他 158,428 245,940

固定負債合計 5,116,380 5,429,507

負債合計 9,025,080 9,508,279
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,309,440 1,309,440

資本剰余金 1,344,609 1,344,609

利益剰余金 5,711,281 5,834,502

自己株式 △10,904 △10,579

株主資本合計 8,354,426 8,477,972

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 62,138 △28,207

評価・換算差額等合計 62,138 △28,207

純資産合計 8,416,565 8,449,765

負債純資産合計 17,441,646 17,958,044
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 5,437,658 6,449,160

売上原価 3,727,042 4,118,244

売上総利益 1,710,615 2,330,915

販売費及び一般管理費 ※１
 1,815,772

※１
 1,832,491

営業利益又は営業損失（△） △105,156 498,424

営業外収益

受取利息 3,270 945

受取配当金 20,973 16,724

持分法による投資利益 470 －

保険配当金 － 11,274

その他 20,982 10,748

営業外収益合計 45,697 39,693

営業外費用

支払利息 45,921 39,245

その他 10,636 13,490

営業外費用合計 56,558 52,735

経常利益又は経常損失（△） △116,018 485,382

特別利益

固定資産売却益 123,110 －

関係会社清算益 76,196 －

退職給付制度終了益 42,942 －

貸倒引当金戻入額 － 6,066

特別利益合計 242,248 6,066

特別損失

減損損失 － 9,402

投資有価証券評価損 － 196,640

たな卸資産評価損 153,050 －

その他 18,398 －

特別損失合計 171,448 206,042

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△45,217 285,405

法人税、住民税及び事業税 36,615 76,216

法人税等調整額 △6,782 126,622

法人税等合計 29,833 202,838

四半期純利益又は四半期純損失（△） △75,051 82,567
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 2,016,489 2,888,683

売上原価 1,406,519 1,898,678

売上総利益 609,970 990,004

販売費及び一般管理費 ※１
 889,505

※１
 924,440

営業利益又は営業損失（△） △279,535 65,564

営業外収益

受取利息 375 186

受取配当金 20,613 16,436

保険配当金 7,878 10,948

その他 4,638 7,297

営業外収益合計 33,505 34,868

営業外費用

支払利息 19,795 17,353

その他 7,159 9,333

営業外費用合計 26,955 26,687

経常利益又は経常損失（△） △272,984 73,745

特別利益

固定資産売却益 123,110 －

投資有価証券評価損戻入益 130,200 －

関係会社清算益 76,196 －

貸倒引当金戻入額 － 261

特別利益合計 329,506 261

特別損失

投資有価証券評価損 － 23,839

事務所移転費用 14,870 －

その他 758 －

特別損失合計 15,628 23,839

税金等調整前四半期純利益 40,893 50,168

法人税、住民税及び事業税 2,801 3,705

法人税等調整額 △55,201 37,758

法人税等合計 △52,400 41,463

四半期純利益 93,294 8,704
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△45,217 285,405

減価償却費 271,900 233,759

減損損失 － 9,402

持分法による投資損益（△は益） △470 －

関係会社清算損益（△は益） △76,196 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,301 △6,553

退職給付引当金の増減額（△は減少） △557,459 △50,062

賞与引当金の増減額（△は減少） △54,450 13,515

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △24,800 13,025

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,450 17,050

受取利息及び受取配当金 △24,243 △17,670

支払利息 45,921 39,245

投資有価証券評価損益（△は益） － 196,640

売上債権の増減額（△は増加） 1,688,648 471,426

たな卸資産の増減額（△は増加） 164,003 91,815

仕入債務の増減額（△は減少） △525,429 233,842

その他 128,088 △199,413

小計 985,542 1,331,429

利息及び配当金の受取額 24,716 18,659

利息の支払額 △46,165 △40,342

法人税等の支払額 △128,976 △101,513

法人税等の還付額 － 45,826

その他の支出 △61,136 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 773,980 1,254,059

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 730,548 －

投資有価証券の取得による支出 － △103,717

有形固定資産の取得による支出 △562,318 △28,667

有形固定資産の売却による収入 170,533 －

無形固定資産の取得による支出 △35,043 △9,251

関係会社の整理による収入 103,276 －

その他 100,981 12,326

投資活動によるキャッシュ・フロー 507,976 △129,309

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △98,279 △230,000

長期借入金の返済による支出 △35,502 △192,602

社債の償還による支出 △125,000 △125,000

配当金の支払額 △204,889 △203,818

その他 △311 △449

財務活動によるキャッシュ・フロー △463,981 △751,869

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,834 △1,368

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 819,810 371,511

現金及び現金同等物の期首残高 1,895,916 2,455,301

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,715,726

※１
 2,826,812
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更

該当事項はありません。

 

２ 持分法適用の範囲に関する事項の変更

該当事項はありません。

 

３ 会計処理基準に関する事項の変更

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半

期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

これにより、売上高が48,700千円、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ6,600

千円増加しております。

　

　

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

  前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めておりました「保険配当金」は、営業外収

益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半期連結

累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険配当金」は7,893千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

１ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

  該当事項はありません。

　

【追加情報】

  該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  4,753,874千円※１ 有形固定資産の減価償却累計額  4,565,708千円

──────── ※２ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をも  

   って決済処理しております。決算期末日は、金融

   機関の休業日のため期末日満期手形が下記の通り

   含まれております。

     受取手形      　　              98,902千円

※３   損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

2,847千円であります。

────────

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 567,903千円

賞与引当金繰入額 38,544

役員賞与引当金繰入額 2,400

退職給付費用 46,722

役員退職慰労引当金繰入額 19,741

貸倒引当金繰入額 365

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 577,051千円

賞与引当金繰入額 53,163

役員賞与引当金繰入額 17,975

退職給付費用 42,794

役員退職慰労引当金繰入額 23,182

　 　

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 291,567千円

賞与引当金繰入額 38,544

役員賞与引当金繰入額 1,200

退職給付費用 22,201

役員退職慰労引当金繰入額 9,992

貸倒引当金繰入額 1,598

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。

給与手当 292,645千円

賞与引当金繰入額 53,163

役員賞与引当金繰入額 9,087

退職給付費用 21,721

役員退職慰労引当金繰入額 11,610
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金 3,100,726千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △385,000

現金及び現金同等物 2,715,726
 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金 3,261,812千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △435,000

現金及び現金同等物 2,826,812

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び

当第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 25,758,800

　
２ 自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 36,480

　
３ 新株予約権等に関する事項

   該当事項はありません。

　

４ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日
定時株主総会

普通株式 205,788 8 平成21年12月31日 平成22年３月31日 利益剰余金

　

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

   該当事項はありません。

　

５ 株主資本の著しい変動に関する事項

    株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

  前第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成22

年４月１日 至平成22年６月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年６月30日）及

び当第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 平成22年６月30日）において、当社グループは製品の種類、性質、

製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種、同系列である計測にかかわる単一の事業分野での事業活動を行って

おり、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

  前第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成22

年４月１日 至平成22年6月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年６月30日）及び

当第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年６月30日）において、本邦以外の国または地域に所在す

る連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

  前第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成22

年４月１日 至平成22年６月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成22年６月30日）及

び当第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年６月30日）において、海外売上高は連結売上高の10％

未満のため記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる有価証券は

ありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるデリバティ

ブ取引はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）

   該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１ １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

　 327.21円
　

　 　

　 328.48円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △2.92円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、１株当たり四半期
純損失であり、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

　

　

１株当たり四半期純利益金額 3.21円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

　

　

(注) １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △ 75,051 82,567

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△ 75,051 82,567

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,725 25,722

　
第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 3.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益については、潜在株式が存在しないため記
載しておりません。

　

　

１株当たり四半期純利益金額 0.34円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益については、潜在株式が存在しないため記
載しておりません。

　

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期純利益(千円) 93,294 8,704

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株主に係る四半期純利益(千円) 93,294 8,704

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,725 25,722
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月11日

株式会社共和電業

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    上    林    三 子 雄    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    和    哲    夫    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共和電業の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月10日

株式会社共和電業

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    上    林    三 子 雄    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    和    哲    夫    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社共和電業の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共和電業及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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